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ＩＴＵ－Ｔ部会の任務　

審議事項審議事項審議事項審議事項

「国際電気通信連合電気通信標準化部門（ＩＴＵ－Ｔ）の活動への対処
について」

（情報通信審議会に引き継がれた電気通信技術審議会諮問第２号）

○世界電気通信標準化総会（ＷＴＳＡ）、ＩＴＵ－Ｔ各研究委員会

　（ＳＧ）及び電気通信標準化アドバイザリグループ（ＴＳＡＧ）等の
　会合に提出される寄書、勧告案及び研究課題案に対する評価、
　対処方針等

について調査審議を行う。
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ＩＴＵ－Ｔの構成　

SG2SG2SG2SG2　　　　サービス提供、ネットワーク及び性能の運用側面サービス提供、ネットワーク及び性能の運用側面サービス提供、ネットワーク及び性能の運用側面サービス提供、ネットワーク及び性能の運用側面 　　　　

ｻｰﾋﾞｽ定義、ﾅﾝﾊﾞｰﾘﾝｸﾞ、ﾙｰﾃｨﾝｸﾞ関連

SG4SG4SG4SG4　　　　ＴＭＮを含む電気通信管理ＴＭＮを含む電気通信管理ＴＭＮを含む電気通信管理ＴＭＮを含む電気通信管理

ＴＭＮ（電気通信管理網）関連

SG5SG5SG5SG5　　　　電磁環境の影響からの防護電磁環境の影響からの防護電磁環境の影響からの防護電磁環境の影響からの防護 　　　　

電磁環境の影響に対する防護関連

SG6SG6SG6SG6　　　　屋外施設屋外施設屋外施設屋外施設 　　　　

腐蝕及び他の破損からの防護等、屋外設備関連

SG9SG9SG9SG9　　　　統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送統合型広帯域ケーブルネットワーク及び映像・音声伝送 　　　　
ケーブルテレビ網による放送・通信サービス並びに有線によるテレビ・音声番組の素材伝
送及び分配関連

SG11SG11SG11SG11　　　　信号要件及びプロトコル信号要件及びプロトコル信号要件及びプロトコル信号要件及びプロトコル 　　　　

ＩＮ(ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ･ﾈｯﾄﾜｰｸ)関連

SG3SG3SG3SG3　　　　電気通信の経済的及び政策的事項を含む料金と会計原則電気通信の経済的及び政策的事項を含む料金と会計原則電気通信の経済的及び政策的事項を含む料金と会計原則電気通信の経済的及び政策的事項を含む料金と会計原則 　　　　

計算料金制度改革、精算原則関連

SG17SG17SG17SG17　　　　データ網及び電気通信ソフトウェアデータ網及び電気通信ソフトウェアデータ網及び電気通信ソフトウェアデータ網及び電気通信ソフトウェア 　　　　

ﾌﾚｰﾑﾘﾚｰ、通信ｼｽﾃﾑｾｷｭﾘﾃｨ、並びに言語及び記述技術関連

SG12SG12SG12SG12　　　　ネットワーク及び端末のエンド・トゥ・エンド伝送性能ネットワーク及び端末のエンド・トゥ・エンド伝送性能ネットワーク及び端末のエンド・トゥ・エンド伝送性能ネットワーク及び端末のエンド・トゥ・エンド伝送性能 　　　　

ｻｰﾋﾞｽ品質及び性能関連

SG13SG13SG13SG13　　　　マルチプロトコル網及びＩＰ網とそれらのインターネットワーキングマルチプロトコル網及びＩＰ網とそれらのインターネットワーキングマルチプロトコル網及びＩＰ網とそれらのインターネットワーキングマルチプロトコル網及びＩＰ網とそれらのインターネットワーキング 　　　　

ＩＰ関連、Ｂ-ＩＳＤＮ、世界情報通信基盤及び衛星関連

SG15SG15SG15SG15　　　　光及びその他の伝達網光及びその他の伝達網光及びその他の伝達網光及びその他の伝達網

アクセス網及び光技術関連

SSG IMTSSG IMTSSG IMTSSG IMT　　　　IMTIMTIMTIMT----2000200020002000を含む将来の移動通信を含む将来の移動通信を含む将来の移動通信を含む将来の移動通信 　　　　

IMT-2000を含む将来の移動通信及びﾓﾋﾞﾘﾃｨ研究関連

SG16SG16SG16SG16　　　　マルチメディアサービス、システム及び端末マルチメディアサービス、システム及び端末マルチメディアサービス、システム及び端末マルチメディアサービス、システム及び端末

マルチメディアサービス、システム及び端末関連並びに電子ビジネス及び電子商
取引関連

TSAGTSAGTSAGTSAG　　　　電気通信標準化アドバイザリグループ電気通信標準化アドバイザリグループ電気通信標準化アドバイザリグループ電気通信標準化アドバイザリグループ

　　　　　　　　ITU-Tの活動の作業方法、優先事項、計画について審議･検討

全権委員会議全権委員会議全権委員会議全権委員会議ＰＰＰＰＰＰＰＰ
最高意思決定機関

世界電気通信標準化総会　世界電気通信標準化総会　世界電気通信標準化総会　世界電気通信標準化総会　WTSAWTSAWTSAWTSA
研究課題設定、勧告の承認

研究委員会　ＳＧ研究委員会　ＳＧ研究委員会　ＳＧ研究委員会　ＳＧ

（４年毎に開催）

（４年毎に開催）

平成１５年１月３１日現在
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情報通信審議会

情報通信技術分科会

ＩＴＵ－Ｔ部会 （部会長：原島 博　東京大学教授）

（分科会長：齊藤　忠夫　東京大学名誉教授）

（会長：秋山 喜久　関西電力㈱会長）

ＩＴＵ－Ｔ部会の構成　

サービス・ネットワーク運用委員会（担当：ＳＧ２）

網管理システム・保守委員会（担当：ＳＧ４）

電磁防護・屋外設備委員会（担当：ＳＧ５、ＳＧ６ ）

プロトコル委員会（担当：ＳＧ１１、ＳＧ１７ ）

ケーブル網・番組伝送委員会（担当：ＳＧ９ ）

伝達網・品質委員会（担当：ＳＧ１２、ＳＧ１５ ）

ＩＰネットワーク委員会（担当：ＳＧ１３ ）

マルチメディア委員会（担当：ＳＧ１６ ）

移動通信ネットワーク委員会（担当：ＳＳＧ ＩＭＴ）

作業計画委員会（担当：ＴＳＡＧ）

（主査：相田　仁　東京大学教授）

（主査：坂庭　好一　東京工業大学教授）

（主査：日高　邦彦　東京大学教授）

（主査：村岡　洋一　早稲田大学教授）

（主査：伊東　晋　東京理科大学教授）

（主査：三谷　政昭　東京電機大学教授）

（主査：淺谷　耕一　工学院大学教授）

（主査：酒井　善則　東京工業大学教授）

（主査：淺野　正一郎　国立情報学研究所教授）

（主査：浦野　義頼　早稲田大学教授）

セキュリティＷＧ

カラードキュメントＷＧ

平成１５年１月３１日現在
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ＩＴＵ－Ｔ部会構成員（順不同･敬称略） 

部会長 委  員 原島 博 東京大学大学院情報学環長・学際情報学府長 

 委  員 生駒 俊明 一橋大学大学院国際企業戦略研究科客員教授 

 委  員 酒井 善則 東京工業大学大学院理工学研究科教授 

 委  員 土井 美和子 ㈱東芝研究センターマルチメディアラボラトリー研究主幹 

 委  員 中川 正雄 慶應義塾大学理工学部情報工学科教授 

 委  員 名取 晃子 電気通信大学電気通信学部教授 

 専門委員 秋山 正樹 松下電器産業㈱取締役パナソニック システムソリューションズ社社長 

 専門委員 池田 茂 情報通信ネットワーク産業協会専務理事 

 専門委員 浦野 義頼 早稲田大学国際情報通信研究センター教授 

 専門委員 榎並 和雅 日本放送協会総合企画室デジタル放送推進担当局長 

 専門委員 遠藤 静夫 三菱電機株式会社電子システム事業本部顧問（技師長待遇） 

 専門委員 大塚 隆史 （社）日本ＣＡＴＶ技術協会常任副理事長 

 専門委員 大森 愼吾 独立行政法人通信総合研究所企画部長 

 専門委員 小池 伸一 日本電気㈱主席技師長 

 専門委員 杉山 文夫 ㈱東芝自動車システム事業統括部自動車システム技術開発センターセンター長 

 専門委員 関 俊司 日本電信電話㈱第三部門Ｒ＆Ｄ推進担当部長 

 専門委員 田中 憲次 通信電線線材協会専務理事 

 専門委員 棟上 昭男 東京工科大学メディア学部教授（情報処理学会情報規格調査会会長） 

 専門委員 橋本 了 （財）日本ＩＴＵ協会専務理事 

 専門委員 平田 康夫 ＫＤＤＩ㈱取締役執行役員専務技術開発本部長 

 専門委員 堀崎 修宏 (社)情報通信技術委員会専務理事 

 専門委員 持田 侑宏 ㈱富士通研究所 常務取締役 

 専門委員 森 忠久 （社）日本民間放送連盟常務理事兼研究所長 

 専門委員 弓場 英明 ㈱ＮＴＴドコモ 取締役研究開発本部副本部長マルチメディア開発部長 

 専門委員 若尾 正義 （社）電波産業会専務理事 

    

 

 

サービス･ネットワーク運用委員会主査 相田 仁 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

網管理システム･保守委員会主査 坂庭 好一 東京工業大学大学院理工学研究科教授 

電磁防護･屋外設備委員会主査 日高 邦彦 東京大学大学院工学系研究科電気工学専攻教授 

プロトコル委員会主査 村岡 洋一 早稲田大学理工学部情報学科教授 

ケーブル網･番組伝送委員会主査 伊東 晋 東京理科大学理工学部電気電子情報工学科教授 

伝達網･品質委員会主査 三谷 政昭 東京電機大学工学部情報通信工学科教授 

IP ネットワーク委員会主査 淺谷 耕一 工学院大学工学部電子工学科教授 

マルチメディア委員会主査 酒井 善則 東京工業大学大学院理工学研究科教授 

移動通信ネットワーク委員会主査 淺野 正一郎 国立情報学研究所情報基盤研究系研究主幹 

作業計画委員会主査 浦野 義頼 早稲田大学国際情報通信研究センター教授 

 

ＩＴＵ－Ｔ部会委員会主査（順不同・敬称略）
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ＩＴＵ－Ｔ部会の審議概要

○ 日本からの提出寄書件数（2002.1～2002.12）

１１８件 （日本寄書　１９件、　ＡＰＴ共同提案　３件）

○ 承認された勧告数（2002.1～2002.12）

新規　１３０件、　改訂　７９件、　削除　１８件

　（うちAAPによるもの　新規　１２０件、　改訂　７５件）

○ ＩＴＵ－Ｔ ＳＧ等における日本からの延べ役職者数

ＳＧ議長　１名、　ＳＧ副議長　７名、
ＷＰ議長　７名、　ＷＰ副議長　２名、　ラポータ等　３１名

○ ＩＴＵ－Ｔ ＳＧ等会合への延べ参加者数（ 2002.1～2002.12 ）

全体　２，０３８名　うち　日本から２０７名



　研究委員会 ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ ＳＧ

　（ＳＧ） 2 4 5 6 9 11 12 13 15 16 17

日本寄書 4 9 2 4 19

ＡＰＴ共同提案 3 3

ＲＯＡ提出寄書

ＫＤＤＩ 1 4 2 1 8

日本テレコム 1 1

ＮＨＫ 0

寄 NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 0

ＮＴＴDoCoMo 1 1

ジェイフォン 0

Ｃ＆Ｗ･ＩＤＣ 0

ＴＴＮｅｔ 0

東京電力 0

ﾋﾞｰ･ﾋﾞｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 0
書 ｱｯｶ･ﾈｯﾄﾜｰｸｽ ※ 0

の ＳＩＯ提出寄書

ＮＴＴ 1 4 7 6 21 18 10 1 68

件 日本電気 1 3 2 2 8

沖電気工業 1 1
数 日立製作所 0

富士通 2 2 4

（

東芝 0

松下電器産業 3 3

提 三菱電機 2 2 4

シャープ 0

ＩＴＵＡＪ 0
元 ＣＲＬ 0

リコー 0
）

キヤノン 0

ＮＴＣ 0

ＣＩＡＪ 2 1 3

電線線材協会 1 3 4

住友電気工業 0

ＮＴＴｺﾑｳｪｱ 1 1

ｿﾌﾄﾌﾛﾝﾄ 0

コーニング 0

沖縄ﾌｫﾄﾆｸｽ ※ 3 3

早稲田大学 ※ 2 2
横河電機 ※ 0

提出寄書数 ※※ 1 3 4 8 6 11 0 28 26 19 3 5 4 118

※   アソシエートしての参加
※※ 注は複数社の連名により提出した寄書があるため、縦の欄の合計とは一致しない。

SSG TSAG 合計

寄書提出状況（2002.1～

注注 注注注
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ＳＧ会合等出席者数

（今研究会期、2002年12月末現在）

全体 日本から 全体 日本から 全体 日本から 全体 日本から 全体 日本から 全体 日本から 全体 日本から

ＳＧ２ 123 5 119 5 110 5 99 5 451 20 4.4

ＳＧ４ 87 11 95 12 86 10 268 33 12.3

ＳＧ５ 50 4 55 3 66 3 50 6 221 16 7.2

ＳＧ６ 42 4 42 4 45 6 129 14 10.9

ＳＧ７ 64 4 66 7 130 11 8.5

ＳＧ９ 89 8 79 8 76 7 244 23 9.4

ＳＧ１０ 44 0 79 0 123 0 0.0

ＳＧ１１ 200 23 160 20 121 15 103 14 10 1 584 72 12.3

ＳＧ１２ 65 0 79 0 54 0 198 0 0.0

ＳＧ１３ 185 25 158 19 134 10 143 13 620 67 10.8

ＳＧ１５ 357 43 272 9 285 38 914 90 9.8

ＳＧ１６ 187 26 111 20 150 18 129 18 577 82 14.2

ＳＧ１７ 90 9 89 9 179 18 10.1

SSG IMT 80 8 87 11 63 6 86 6 62 6 316 31 9.8

ＴＳＡＧ 150 13 155 13 126 12 431 38 8.8

計 1813 183 1646 140 1316 130 610 62 5385 515 9.6

＊　2001年9月17日にSG7及びSG10は合併しSG17となった。
は2002.1～2002.12会合分(計：全体2,038名、日本207名）

日本から
の出席者

比率

第３回ＳＧ
会合

第１回ＳＧ
会合

第２回ＳＧ
会合 計第４回ＳＧ

会合
第５回ＳＧ

会合
その他臨時
ＳＧ会合

＊

＊

＊

7



8 

ＩＴＵ－Ｔ ＳＧ等における日本からの役職者（敬称略） 
ＳＧ 
 

日本からの 
ＳＧ議長/副議長 

全役 
職数 

日本からの 
ＷＰ議長/副議長 

全役 
職数 

日本からのラポータ/ 
アソシエイトラポータ 

全役 
職数 

ＳＧ２ －－ 議長 ：1 

副議長：3 

－－ 議長 ：2 

副議長：2 

 14 

ＳＧ４ 副：藤井 
（NTT） 

議長 ：1 

副議長：3 

WP3議長：藤井 
（NTT） 

議長 ：4 

副議長：0 

Q.13：吉田（NTT） 15 

ＳＧ５ －－ 議長 ：1 

副議長：2 

WP2議長：服部 
（NTT） 

議長 ：2 

副議長：0 

Q.1：小林（NTT） 
Q.6：木島（職能大）* 

：富永（NTT: ｱｿｼｴｲﾄ） 
Q.10：村川（NTT） 

15 

 

 

 

ＳＧ６ －－ 議長 ：1 

副議長：0 

WP1副議長：冨田 
(NTT) 

議長 ：1 

副議長：2 

Q.5：泉田（NTT） 
Q.8：冨田（NTT） 
Q.9：保苅（NTT） 

10 

 

 

ＳＧ９ 副：松本 
（KDDI） 

議長 ：1 

副議長：3 

－－ 議長 ：0 

副議長：0 

Q.2：川田（KDDI） 
Q.7,15：宮地（KDDI） 
Q.5,9：松本（NEC） 
Q.11,Q22：松本（KDDI: Q.22ｱｿｼｴｲﾄ） 

Q.16：菊島（NTT） 
Q.19：平川（東芝） 

29 

ＳＧ１１ 議長：平松 
（NTT） 

議長 ：1 

副議長：2 

－－ 議長 ：4 

副議長：5 

Q.4：松本（NTT） 
Q.7：釼吉（NEC） 

20 

 

ＳＧ１２ －－ 議長 ：1 

副議長：2 

－－ 議長 ：3 

副議長：0 

－－ 18 

ＳＧ１３ 副：前田(NTT) 議長 ：1 
副議長：5 

WP3議長：前田 
(NTT) 

議長 ：4 

副議長：0 

Q.3：太田（NTT） 
Q.4：米田（JT） 
Q.9：四宮（NTT） 
Q.10:森田（NTT） 
Q.11:清水（日立：ｱｿｼｴｲﾄ）** 

:若山（日立：ｱｿｼｴｲﾄ） 

18 

ＳＧ１５ 副：岡村 
（ｺｰﾆﾝｸﾞ） 

議長 ：1 

副議長：3 

WP2議長：内藤 
（三菱電機） 
WP5議長：岡村 
（ｺｰﾆﾝｸﾞ） 

議長 ：5 

副議長：0 

Q.5：内藤（三菱電機） 
Q.18:大橋（NTT） 

17 

 

ＳＧ１６ 副：松本 
（早大） 
副：大久保 
（早大） 

議長 ：1 

副議長：3 

WP1議長：松本 
(早大) 
WP2議長：大久保 
（早大） 

議長 ：4 

副議長：0 

Q.4,5：大久保（早大:Q.5暫定） 
Q.9：内藤（三菱電機） 
Q.C：岸上（NTT: ｱｿｼｴｲﾄ） 

26 

ＳＧ１７ 
 

－－ 議長 ：2 

副議長：5 

－－ 議長 ：5 

副議長：0 

Q.10：大野（CRL） 28 

ＳＳＧ 副：中村 
（Docomo） 

議長 ：１ 

副議長：11 

WP1副議長：中村 
(Docomo) 

議長 ：3 

副議長：6 

－－ 7 

ＴＳＡＧ －－ 議長 ：１ 

副議長：6 

－－ 議長 ：7 

副議長：2 

RG3：柴田（KDDI） 3 

合計 議長 ：1 
副議長：7 

議長 ：14 

副議長：48 

議長 ：7 
副議長：2 

議長 ：44 

副議長：17 

ラポータ ：27 
アソシエートラポータ ：4 

220 

平成１５年１月３１日現在 
* 平成１４年１０月の第４回ＳＧ５全体会合をもって退任 
** 平成１４年１０－１１月の第４回ＳＧ１３全体会合をもって退任 



 ＳＧ 新規（AAP） 改訂 （AAP） 合計（AAP）

ＳＧ２ 13 3 1 0 14 3

ＳＧ４ 12 12 3 3 15 15

ＳＧ５ 1 1 0 0 1 1

ＳＧ６ 1 1 4 4 5 5

ＳＧ９ 23 23 4 4 27 27

ＳＧ１１ 21 21 9 9 30 30

ＳＧ１２ 1 1 3 3 4 4

ＳＧ１３ 7 7 5 5 12 12

ＳＧ１５ 12 12 19 19 31 31

ＳＧ１６ 30 30 18 18 48 48

ＳＧ１７ 5 5 10 10 15 15

ＳＳＧ 4 4 0 0 4 4

ＴＳＡＧ 0 0 3 0 3 0

合　計 130 120 79 75 209 195

勧 告 化 の 状 況

(2002.1～2002.12)

区分 ＳＧ会合等により承認された勧告数

9
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代替承認手続き（代替承認手続き（代替承認手続き（代替承認手続き（ ＡＡＰ）の効果ＡＡＰ）の効果ＡＡＰ）の効果ＡＡＰ）の効果

24242424

18181818

10101010

2.52.52.52.5 2222

0000

5555

10101010

15151515

20202020

25252525

1989-93年1989-93年1989-93年1989-93年 1993-96年1993-96年1993-96年1993-96年 1996-00年1996-00年1996-00年1996-00年 2001年11月2001年11月2001年11月2001年11月 2002年6月2002年6月2002年6月2002年6月

月数

ＡＡＰ導入による
期間短縮効果

低必要であった期間

平均２か月で
勧告が承認

勧告案完成から承認までに要する期間が短縮勧告案完成から承認までに要する期間が短縮勧告案完成から承認までに要する期間が短縮勧告案完成から承認までに要する期間が短縮

勧告案完成から承認までに要する期間
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主な検討項目の審議概要（１） ～ＥＮＵＭ関連（ＳＧ２）～～ＥＮＵＭ関連（ＳＧ２）～～ＥＮＵＭ関連（ＳＧ２）～～ＥＮＵＭ関連（ＳＧ２）～

ＥＮＵＭ（Telephone Number Mapping)の管理運用手順（番号情報のDNS管理者への
提供方法）に係る勧告案及びITU-T Supplement（補遺文書）等を検討中。

【ENUMにおけるサービス提供例】

+81-3-3347-1234

+1-212-345-6789

①①①①010-1-212-345-6789をダイヤルをダイヤルをダイヤルをダイヤル

④④④④ ﾕｰｻﾞﾕｰｻﾞﾕｰｻﾞﾕｰｻﾞURIURIURIURI(sip:taro@xyz.com)
ををををゲートウエイゲートウエイゲートウエイゲートウエイに返送に返送に返送に返送

ゲートウエイゲートウエイゲートウエイゲートウエイ

電話網電話網電話網電話網

DNS

IPネットワークネットワークネットワークネットワーク

SIPサーバサーバサーバサーバ

③③③③E164→→→→(9.8.7.6.5.4.3.2.1.2.1.TLD※※※※)
にフォーマット変換し、にフォーマット変換し、にフォーマット変換し、にフォーマット変換し、DNSを検索を検索を検索を検索

　　　　（※　　　　（※　　　　（※　　　　（※TLD====トップレベルドメイン）トップレベルドメイン）トップレベルドメイン）トップレベルドメイン）

⑤ﾕｰｻﾞＵＲＩを基に、⑤ﾕｰｻﾞＵＲＩを基に、⑤ﾕｰｻﾞＵＲＩを基に、⑤ﾕｰｻﾞＵＲＩを基に、該当する該当する該当する該当するSIPサーバサーバサーバサーバ

　　の　　の　　の　　のIPアドレスとポート番号を取得アドレスとポート番号を取得アドレスとポート番号を取得アドレスとポート番号を取得

⑥取得された⑥取得された⑥取得された⑥取得されたIPアドレスとアドレスとアドレスとアドレスと

　ポート番号に従って　ポート番号に従って　ポート番号に従って　ポート番号に従ってSIPSIPSIPSIP
　　　　サーバにルーチングサーバにルーチングサーバにルーチングサーバにルーチング

ENUM機能機能機能機能

sip：：：：taro@xyz.com

②ダイヤルされた電話番号が②ダイヤルされた電話番号が②ダイヤルされた電話番号が②ダイヤルされた電話番号がIPIPIPIP電話用であることを電話用であることを電話用であることを電話用であることを
　　　　 電話網の交換機が識別してゲートウエイに接続電話網の交換機が識別してゲートウエイに接続電話網の交換機が識別してゲートウエイに接続電話網の交換機が識別してゲートウエイに接続

⑦⑦⑦⑦SIPSIPSIPSIPサーバが該当するサーバが該当するサーバが該当するサーバが該当する
　電話機にルーチング　電話機にルーチング　電話機にルーチング　電話機にルーチング
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主な検討項目の審議概要（２） ～ケーブルインターネット関連（ＳＧ９）～～ケーブルインターネット関連（ＳＧ９）～～ケーブルインターネット関連（ＳＧ９）～～ケーブルインターネット関連（ＳＧ９）～

これまでのケーブルモデムに関する勧告（J.112）に加え、上りの伝送速度を上げる内容の勧
告（J.122）が、新たに承認された（２００２年１２月）

ＴＶ

ＰＣＰＣＰＣＰＣ

ＳＴＢＳＴＢＳＴＢＳＴＢ

ケ
ー
ブ
ル
モ
デ
ム

加入者宅ヘ
ッ
ド
エ
ン
ド
装
置

ヘ
ッ
ド
エ
ン
ド
装
置

ヘ
ッ
ド
エ
ン
ド
装
置

ヘ
ッ
ド
エ
ン
ド
装
置

（
送
信
装
置
）

（
送
信
装
置
）

（
送
信
装
置
）

（
送
信
装
置
）

放送番組
伝送機器

ケーブルテレビ局

センターセンターセンターセンター
モデムモデムモデムモデム

サーバサーバサーバサーバ

インターネット
網

ＳＴＢ：セットトップボックス

対称型の超高速インターネットへ
　　・上り下りの伝送速度が同程度の「対称型」の超高速ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの実現

42424242Mbps (256QAM)Mbps (256QAM)Mbps (256QAM)Mbps (256QAM)

下り 大伝送速度下り 大伝送速度下り 大伝送速度下り 大伝送速度

上り 大伝送速度上り 大伝送速度上り 大伝送速度上り 大伝送速度

10101010Mbps (J.112)Mbps (J.112)Mbps (J.112)Mbps (J.112)

ルータルータルータルータ

30303030Mbps (J.122)Mbps (J.122)Mbps (J.122)Mbps (J.122)
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主な検討項目の審議概要（３） ～ＡＤＳＬＡＤＳＬＡＤＳＬＡＤＳＬ伝送方式の標準化関連（ＳＧ１５）伝送方式の標準化関連（ＳＧ１５）伝送方式の標準化関連（ＳＧ１５）伝送方式の標準化関連（ＳＧ１５）～

　ＳＧ１５において、ＡＤＳＬについて検討中であり、今後、さらにＡＤＳＬの技術革新による高
速化、長延化が期待されている。

Asymmetric Digital Subscriber Line
非対称デジタル加入者線非対称デジタル加入者線非対称デジタル加入者線非対称デジタル加入者線

電話機

ADSLモデム　パソコン

加入者宅加入者宅加入者宅加入者宅通信事業者通信事業者通信事業者通信事業者

局内
スプリッタ

ADSL
交換機

宅内
スプリッタ

インター　インター　インター　インター　
　ネット網　ネット網　ネット網　ネット網

（局舎）（局舎）（局舎）（局舎）

これまでの1.5～8MbpsのADSLでは、サービスの提供
範囲が目安として約4Km程度に限られていたが、更に
伝送距離の長延化が期待されている。

高速化高速化高速化高速化高速化高速化高速化高速化

これまでのADSLでは、下り伝送速度が最大12Mbps
であったが、更に2倍の最大24Mbpsの伝送速度の高
速化が期待されている。

上り上り上り上り 下り下り下り下り

1.1MHz       

一例として 一例として

上り上り上り上り 　　　　　　　　 下り下り下り下り

2.2MHz      

上り上り上り上り 下り下り下り下り

1.1MHz       周波数帯域をオーバーラップ　1.1MHz       

上り　　下り上り　　下り上り　　下り上り　　下り

減衰の少ない低い
周波数を使用

長延化長延化長延化長延化長延化長延化長延化長延化

周波数帯域を
２倍に拡大
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主な検討項目の審議概要（４） ～カラーＦＡＸカラーＦＡＸカラーＦＡＸカラーＦＡＸ関連（ＳＧ１６）関連（ＳＧ１６）関連（ＳＧ１６）関連（ＳＧ１６）～

　２００２年２月に開催されたＳＧ１６第３回会合で、カラーＦＡＸのより一層の普及を目指し、
デジタルカメラなどで使用されているｓＹＣＣ色空間を追加することを日本から提案。１０月
に開催された同会合において技術的な問題がないことが確認され、次回会合において
関連勧告案の承認を予定。

【カラーＦＡＸ標準化のイメージ】

デジカメ画像データデジカメ画像データデジカメ画像データデジカメ画像データ

主な利用方法例主な利用方法例主な利用方法例主な利用方法例

パソコンパソコンパソコンパソコン

パソコンパソコンパソコンパソコン

プリンタープリンタープリンタープリンター

カラーＦＡＸ　　　　　　カラーＦＡＸ　　　　　　カラーＦＡＸ　　　　　　カラーＦＡＸ　　　　　　
(ｓＹＣＣ機能を搭載ｓＹＣＣ機能を搭載ｓＹＣＣ機能を搭載ｓＹＣＣ機能を搭載)デジカメ画像データデジカメ画像データデジカメ画像データデジカメ画像データ

FAXに、新たにに、新たにに、新たにに、新たに
sYCC色空間を色空間を色空間を色空間を
導入することで導入することで導入することで導入することで

現在

新方式

メリットメリットメリットメリット
・色の劣化を防止・色の劣化を防止・色の劣化を防止・色の劣化を防止
・安価なコストを実現・安価なコストを実現・安価なコストを実現・安価なコストを実現

カラーＦＡＸ　　　　　　カラーＦＡＸ　　　　　　カラーＦＡＸ　　　　　　カラーＦＡＸ　　　　　　
(ｓＹＣＣ機能を搭載ｓＹＣＣ機能を搭載ｓＹＣＣ機能を搭載ｓＹＣＣ機能を搭載)
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主な検討項目の審議概要（５） ～ネットワークセキュリティ関連（ＳＧ１７）ネットワークセキュリティ関連（ＳＧ１７）ネットワークセキュリティ関連（ＳＧ１７）ネットワークセキュリティ関連（ＳＧ１７）～

ＳＧ１７において、情報通信ネットワークのシステム構成にも柔軟に対応でき、運用・管理面と
システム面のバランスの取れた、電気通信事業者における情報セキュリティマネジメント規格
について検討中。

３．資産の分類及び管理３．資産の分類及び管理３．資産の分類及び管理３．資産の分類及び管理

２．組織のセキュリティ２．組織のセキュリティ２．組織のセキュリティ２．組織のセキュリティ

１．セキュリティ基本方針１．セキュリティ基本方針１．セキュリティ基本方針１．セキュリティ基本方針

６６６６ . . . . 通信及び運用管理通信及び運用管理通信及び運用管理通信及び運用管理

５５５５ ....　物理的及び　物理的及び　物理的及び　物理的及び 環境的環境的環境的環境的
　　セキュリティ　　セキュリティ　　セキュリティ　　セキュリティ

４４４４ . . . . 人的セキュリティ人的セキュリティ人的セキュリティ人的セキュリティ

７．アクセス制御７．アクセス制御７．アクセス制御７．アクセス制御

１０．適合性（コンプライアンス）１０．適合性（コンプライアンス）１０．適合性（コンプライアンス）１０．適合性（コンプライアンス）

９．９．９．９．事業継続管理事業継続管理事業継続管理事業継続管理

８．システムの開発８．システムの開発８．システムの開発８．システムの開発
　　　　　　　　 及び保守及び保守及び保守及び保守

情報をベースとする情報をベースとする情報をベースとする情報をベースとする
企業資産企業資産企業資産企業資産

情報セキュリティマネジメントの確保情報セキュリティマネジメントの確保情報セキュリティマネジメントの確保情報セキュリティマネジメントの確保

情報セキュリティマネジ
メント基準の方針立案

情報セキュリティマネジ
メント基準の方針立案

運用・監視運用・監視

対策実施対策実施 監査・診断監査・診断

Plan

Do

Check

Act

事業者のサービスを利用する顧客

情報セキュリティ規格を満足している
事業者を使ったサービスは安心

情報セキュリティマネジメント規格情報セキュリティマネジメント規格情報セキュリティマネジメント規格情報セキュリティマネジメント規格
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主な検討項目の審議概要（６） ～ＩＭＴ－２０００及び将来の移動通信のネットワーク関連（ＳＳＧ）ＩＭＴ－２０００及び将来の移動通信のネットワーク関連（ＳＳＧ）ＩＭＴ－２０００及び将来の移動通信のネットワーク関連（ＳＳＧ）ＩＭＴ－２０００及び将来の移動通信のネットワーク関連（ＳＳＧ）～

ＳＳＧ ＩＭＴにおいて、将来の移動通信システムにおいて期待されるネットワークの要求条

件等について検討中。昨年、市場及び技術のトレンド予想を基に、2010年頃に実現す
ると考えられている第４世代移動通信システムにおけるネットワーク構成のコンセ
プトが長期ビジョンとして取りまとめられた。

２００２年 ２００３年 ２００４年 ２０１０年２００５年

▲２００２年６月　ネットワーク長期ビジョン（システムの基本コンセプト）の策定

▲２００３年第４四半期　ネットワーク能力要求条件の策定

▲２００３年第２四半期　サービス提供能力要求条件の策定

具体的な技術基準の検討
２０１０年頃▲
システムの実現

▲２００４年第２四半期
　　詳細なネットワークアーキテクチャの策定

ネットワーク構成のコンセプト

第４世代移動通信システムにおけるネットワークは、下記３項目を原則に実現。

　① ＩＰベース、② 拡張可能な構成要素によるモジュール化、③ オープンなインターフェース

ネットワークは下記３つのプラットフォームにより構成。

　① 利用者が使用する携帯端末の基盤となる「利用者プラットフォーム」

　② ＩＰを使用し、ネットワークの根幹部分となる「ＩＰベース網プラットフォーム」、

　③ アプリケーションやサービスを提供する基盤となる「サービス提供プラットフォーム」

今後のスケジュール
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勧告Ａ．４、Ａ．５、Ａ．６により、一定の基準を満たす外部機関との間で、情報文書
のやりとり、ＩＴＵ－Ｔ勧告からの文書の参照等を実施。
勧告Ａ．７により、特定の課題について検討するため、ＩＴＵ－Ｔのメンバー以外の専
門家も参加できるフォーカスグループを設置することが可能。

主な検討項目の審議概要（７） ～他機関等との協力・協調関連（ＴＳＡＧ）他機関等との協力・協調関連（ＴＳＡＧ）他機関等との協力・協調関連（ＴＳＡＧ）他機関等との協力・協調関連（ＴＳＡＧ）～

Ａ．４ Ａ．５ Ａ．６
ＡＲＩＢ（（社）電波産業会） ● ●
ASN.1コンソーシアム ●
ＡＴＭフォーラム ● ●
Ｔ１委員会 ● ●
ＣＷＴＳ（中国無線通信標準G） ● ●
ＤＳＬフォーラム ● ●
ＥＣＭＡ（欧州電子計算機工業会） ● ●
ＥＴＩＳ ●
ＥＴＳＩ（欧州電気通信標準化機構） ● ●
フレームリレー・フォーラム ● ●
ＩＥＥＥ ● ●
ＩＭＴＣ ●
ＩＰＤＲ ●
ＩＰｖ６フォーラム ●
ＩＳＯＣ／ＩＥＴＦ ●
ＪＣＴＥＡ（（社）日本ＣＡＴＶ技術協会） ● ●
ＭＥＦ ● ●
ＭＰＬＳフォーラム ● ●
ＭＳＦ ●
ＮＩＳＴ ● ●
ＯＡＳＩＳ ● ●
ＯＩＦ ● ●
ＯＭＧ　　　　　　　　　　　　　　 ● ●
ＳＣＴＥ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ● ●
ＳＤＬフォーラム ●
ＳＭＰＴＥ ●
ＴＩＡ ● ●
ＴＭフォーラム ● ●
ＴＴＡ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ● ●
ＴＴＣ（（社）情報通信技術委員会） ● 　　　　●
W3C ● ●

Ａ．４ Ａ．５ Ａ．６
ＡＲＩＢ（（社）電波産業会） ● ●
ASN.1コンソーシアム ●
ＡＴＭフォーラム ● ●
Ｔ１委員会 ● ●
ＣＷＴＳ（中国無線通信標準G） ● ●
ＤＳＬフォーラム ● ●
ＥＣＭＡ（欧州電子計算機工業会） ● ●
ＥＴＩＳ ●
ＥＴＳＩ（欧州電気通信標準化機構） ● ●
フレームリレー・フォーラム ● ●
ＩＥＥＥ ● ●
ＩＭＴＣ ●
ＩＰＤＲ ●
ＩＰｖ６フォーラム ●
ＩＳＯＣ／ＩＥＴＦ ●
ＪＣＴＥＡ（（社）日本ＣＡＴＶ技術協会） ● ●
ＭＥＦ ● ●
ＭＰＬＳフォーラム ● ●
ＭＳＦ ●
ＮＩＳＴ ● ●
ＯＡＳＩＳ ● ●
ＯＩＦ ● ●
ＯＭＧ　　　　　　　　　　　　　　 ● ●
ＳＣＴＥ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ● ●
ＳＤＬフォーラム ●
ＳＭＰＴＥ ●
ＴＩＡ ● ●
ＴＭフォーラム ● ●
ＴＴＡ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ● ●
ＴＴＣ（（社）情報通信技術委員会） ● 　　　　●
W3C ● ●

勧告Ａ．４

ＩＴＵ－Ｔとフォーラム/コンソーシアム間での情報交換手続き

勧告Ａ．５

ＩＴＵ－Ｔ勧告に文書の参照を含めるための一般手続き

勧告Ａ．６

ＩＴＵ－Ｔと地域・国内標準化機関間の協力及び情報交換

勧告Ａ．７

　フォーカスグループ：作業方法と手続き

短期間（９～12ヶ月程度）。ただし、延長可。研究期間

親ＳＧへ活動状況を報告報告

フォーカスグループが資金調達方法を決
定。ただし、ＩＴＵ－Ｔ予算は使用不可。

運営資金

フォーカスグループが手続を決定。技術出力の承認手続

技術仕様、報告等技術出力

連合員・セクターメンバー以外の個人・団
体にも開放

参加条件

親ＳＧまたはＴＳＡＧにより決定設置基準

フォーカスグループ
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今後の対応

○ ＩＴＵ－Ｔの標準化活動に関わる問題への対応

市場ニーズに応じた迅速な標準作成等を実現するため、作業方法の改善等について
積極的に寄与していく予定。

○ ＳＧ及びＷＰ（作業部会）等への対応

ＩＴＵ－Ｔ　各ＳＧ及びＷＰ等における審議に、引き続き積極的に寄与していく予定。

ＷＴＳＡ２００４に向け、ＩＴＵ－Ｔの活動体制の見直し、各ＳＧの新規研究
課題の検討、承認予定勧告草案等に対する対処方針の審議等を行う予定。

○世界電気通信標準化総会（ＷＴＳＡ）への対応


